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サマリー（400 字） 
本稿は災害時に社会的弱者を含むすべての⼈々を誰⼀⼈取り残さない防災の重要性と，

その実装⽅法を 5 つの原則から解説する．まず，平時の保健・医療・福祉と防災対策の分
断が被害拡⼤の根本的な原因であることを指摘し，これを解消するために両者を統合し
た「全天候型」の計画が必須であると論じる．さらに，1995 年阪神・淡路⼤震災および
2011 年東⽇本⼤震災における⻑期的な縦断研究に基づき，社会的弱者が災害時に特に深
刻な影響を受けることを⽰すエビデンスを提⽰し，⽀援においては平等性ではなく，多様
性に応じた衡平性が不可⽋であると主張する．また，被災後の⽣活再建には「復元」と「変
容」という⼆つのプロセスがあり，それぞれに対応するためには，多部局・多組織の恊働
が不可⽋であると説く．そして恊働を実現するための越境，境界連結と恊働・参画からな
る「インクルージョン・マネジメント」プロセスの導⼊を提案し，その意義を論じる． 
Keywords 
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本⽂ 

災害時に誰⼀⼈取り残さない．これが「誰⼀⼈取り残さない」防災の使命†である．その
ためには，平時（例えれば「晴れ」の⽇）の保健・医療・福祉と，災害時（例えれば「⾬」
の⽇）の防災・危機管理を常に⼀緒に「込み」で̶「全天候」型に̶計画すれば良い．これ

 
* 本稿は，⽴⽊茂雄「60 誰⼀⼈取り残さない防災の原則：全体性・連続性・多元性・衡平
性・恊働性」（地域安全学会編『防災と福祉ガイドブック』朝倉書店，印刷中）を⼤幅に
改稿し加筆修正するとともに主要なエビデンスに関するいくつかの図を掲載したものであ
る． 
† 誰⼀⼈取り残さない防災を本稿では，最上位概念として位置づけている．その実現のた
めに 3つ下位概念が必須である．第⼀は多様性（diversity, 標準型ではない個別で多様な
⼈のありようや⽣きかたを尊重する），第⼆は衡平性（equity, 機械的な⼀律平等ではなく
配慮が必要な⼈には資源を傾斜配分することが正義だとする），そして第三は包摂性
（inclusion, 誰も排除せず，平時と災害時を常に「込み(inclusive)」で考える）である．イ
ンクルーシブ防災が「誰⼀⼈取り残さない防災」と同義に⽤いられることもあるが，本稿
ではインクルージョンは「誰⼀⼈取り残さない」防災を実現するための⼀下位要件と定義
するため，上位の⽬標概念としては「誰⼀⼈取り残さない」の語を系統的に⽤いている． 



『医学のあゆみ̶巨⼤災害に備えるための災害医療』292(2)（2025 年 1 ⽉ 11 ⽇発⾏）⽤
原稿 

 

が⽬指す姿である． 
本稿では被害が社会的弱者に何故集中するのか，その根本原因の理解枠組みを提⽰し，

1995 年阪神・淡路⼤震災と 2011 年東⽇本⼤震災の被災者への，それぞれ 10 年間にわたる
縦断研究から得られた科学的エビデンスをもとに，抜本的な対策としての誰⼀⼈取り残さ
ない防災の原則を 5 つにまとめて解説する． 
 
全体性：平時の保健・医療・福祉と災害時の防災・危機管理の分断が被害を拡⼤させる 

平時の保健・医療・福祉と災害時の防災・危機管理の取り組みを交差させて全天候型に
することが何故重要なのか．その科学的根拠が図 1 である．これは 2011 年東⽇本⼤震災で
津波による⼈的被害（直接死）の激しかった東北 3県の 31市町村について，横軸に全体死
亡率，縦軸に障がい者死亡率をとり，両者の関係を岩⼿，宮城，福島の各県ごとに直線で当
てはめたものである1．直線の傾き（回帰係数）が急であるほど全体に対する障がい者の死
亡率（死亡格差）が激しかったことを意味する．すると岩⼿と福島では 1.2倍であったのに
対して宮城県でのみ障がい者の死亡格差が 1.9倍と突出していた．この理由は 2 つある． 

 
図 1 東⽇本⼤震災での全体死亡率に対する障がい者死亡率の関係 

 
1 つは，宮城県での福祉のまちづくり（ノーマライゼーション）が群を抜いて先んじてい

たこと，けれどもこの取り組みは平時のみを想定しており，災害時の対応は「保健･医療・
福祉の本来業務」として位置づけられていなかった．これが裏⽬となり在宅の利⽤者が多数
取り残された．2 つ⽬の理由は，施設⼊所者の被害率にも 3県で⼤きな違いがあり，宮城県
では津波のリスクに曝された東部太平洋沿岸部の施設で被害が集中した23． 
在宅系でも施設系のサービスでも，平時の保健・医療・福祉といざという時の防災・危
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機管理が分断されていたことが根本原因である．従って平時の取り組みと災害時の対策や
対応を交差させて全天候型にすることが抜本的対策となる4．⼀⼈ひとりの⽣活を保健・医
療・福祉・防災という制度の側から切り取るのではなく，個別で多様な⼈のありようや⽣き
かたを⽣活の全体性の視点から全天候型で捉え直す枠組みが求められるのだ． 
抜本的な対策の⼀例が，「真に⽀援が必要な⽅」については災害時の個別避難計画の作成

に福祉や保健，医療の専⾨職が業務として参画することを⾃治体の努⼒義務として定めた
2021（令和 3）年 5 ⽉の災害対策基本法の改正であり，2024（令和 4）年 4 ⽉から始まった
福祉サービス BCP（災害時の業務継続計画）作成の義務化，あるいは災害危険区域におけ
る福祉施設などの⽴地規制を可能にする改正都市計画法の 2020（令和 2）年施⾏である．
このように平時と災害時の諸制度を交差・連結・調整する⽣活の全体性の実装が近年になり
ようやく動きだした．  

 
連続性：被災前の不平等や格差は被災により更に拡⼤する 

災害のリスクは，ハザードと社会的脆弱性の関数である56．ハザードは，発⽣の前後で⾮
連続な変化をもたらす．しかし社会的脆弱性は連続している．東⽇本⼤震災後の 10 年間に
わたり被災者の⽣活復興感を追跡した宮城県名取市⺠への縦断研究は，被災前から存在す
る社会的・経済的な不利や不平等をかかえていた社会的弱者層（少⼈数・⾼齢単⾝世帯，年
⾦・恩給⽣活者，失業・休職・退職者，障害者⼿帳所持者），あるいは被災前から「⼼⾝の
健康状況に気がかりなことがある」成員のいる世帯が，被災後も連続して，避難所⽣活7か
ら住宅再建，そしてその後までの⻑期にわたり，さらなる困難や困窮を抱え続けたことを物
語っている（図 2〜5 参照）8．また客観的な指標であるすまい再建速度についても，主観的
な復興感と同様に遅れがちになるのは単⾝世帯や⼥性世帯主などの社会的弱者層であった
9．これらの調査結果は，被災の影響は万⼈に平等な結果をもたらすのではなく，被災前か
ら社会的に脆弱な層が被災後も⽣活やすまいの再建でより⼤きな負の影響を，より⻑期に
わたって経験する̶災害は被災前からの社会的脆弱性を光学レンズのように拡⼤する10̶
という被災前後の連続性に関するエビデンスを提⽰するものである． 
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図 2・3・4・5 反復測定分散分析による被災前からの脆弱性が⽣活復興感に与える影響 
 
レジリエンスの多元性：⽣活再建に⾄る緩和的回復と変容的適応の⼆つの道筋 

被災前の格差や不平等に加え，被災後に⽣じた社会環境の変化も⽣活再建に⼤きな影響
を及ぼす．被災による直接の影響に加え，その後の環境の激変からの物理的・⼼理社会的な
変化過程について，近年の防災・減災の考え⽅では，ストレスの負荷を受けても逆境から⽴
ち直る「復元」概念と，被災による激変に適応し，新たな⽣態系の平衡に⾄る「変容」概念
を「レジリエンス（復元・変容）‡」という 1 つの⽬標概念として位置づける． 

阪神・淡路⼤震災ならびに東⽇本⼤震災で同⼀の被災者を 10 年間にわたる繰り返し追
跡した縦断研究（前者では 3 波，後者では 5波調査）では，⽣活再建にいたる⼀つめの道筋
として，「医（こころとからだのストレス緩和）・職（くらしむきの好転）・住（すまいの確
保）」の三要素の好転により被災の影響が緩和されていた．これは緩和的回復の過程である．
もう⼀つの道筋は，⼀⼈ひとりの被災者の被災体験の肯定的な意味変換に資する「まち・つ
ながり」といった̶それぞれ共同財，個⼈財としての̶社会関係資本の調達・調整の過程で
あり，これらを通じて被災後の⼈⽣の意味づけが促され，被災前とは全く異なる⽣態系への
変容的な適応が促されていた．このようにレジリエンスの過程が多元的であることを前提
として被災者⽣活再建⽀援の施策の設計が求められるのである（図 6参照）11． 

 
‡ 医学的な枠組みにより引き寄せて⾔うなら，「復元」とは「回復(recovery)」概念に，
「変容」は「適応(adaptation)もしくは再適応(rehabilitation)」概念に相当する． 

反復測定分散分析

群間効果: 
F(2, 310) = 3.096,  p<.05

群と時間の交互作⽤効果: 
F(7.45, 1154.55)= 2.26, p<.05
(Greenhouse-Geisser補正)
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図2 世帯規模別の⽣活復興感得点の軌跡の⽐較 

反復測定分散分析

群間効果: 
F(1, 314)= .300, p< .001

群と時間の交互作⽤効果:
F(3.72, 1168.43) = 3.347, p<.05 
(Greenhouse-Geisser補正)
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単⾝⾼齢以外の世帯
単⾝⾼齢世帯

図3 単⾝⾼齢世帯とそれ以外の世帯の⽣活復興感得点の軌跡の⽐較

反復測定分散分析

群間効果: 
F(1, 314) = .287,  ns

群と時間の交互作⽤効果: 
F(1, 314)= .275, ns.
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図4 障害者⼿帳の有無別の⽣活復興感得点の軌跡の⽐較

反復測定分散分析

群間効果: 
F(1, 314) = 4.323,  p< .05

群と時間の交互作⽤効果: 
F(1, 314)= .655, ns.

⾝体的健康について気が
かりな成員はいない世帯

⾝体的健康について気が
かりな成員がいる世帯
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図5 ⾝体的健康について気がかりな成員の有無別の⽣活復興感得点の軌跡の⽐較
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図 6 阪神・淡路⼤震災および東⽇本⼤震災後の縦断調査に基づく⽣活再建の回復・適応過程モデル 

 
多様性に応じた衡平性：合理的配慮の提供 

防災の世界では，危険な地域に居住する住⺠すべてが対象であり，命を守るためには全
員を⼀律に平等に扱うことが何より肝要であると教える．このような考え⽅を「（絶対的）
平等」と呼ぶ．これに対して，保健・医療・福祉の⽴場では，全員の能⼒が等しいわけでは
なく，⼀⼈ひとりのもつ社会的脆弱性が多様であること̶すべての幸福な家庭は互いに似
ている．不幸な家庭はそれぞれの仕⽅で不幸である（トルストイ『アンナ・カレーニナ』）
̶に応じて資源を⽐例配分することが重要だと考える§．これを合理的な配慮の提供と呼ぶ
が，その根本原理が多様性(diversity)に応じた衡平性（equity）である12． 
名取市と仙台市の被災者の仮住まい期間を⽐較すると，男⼥の世帯主の違いや世帯規模

別の差違は名取市と同様に確認されたものの，それらは名取市ほど⼤きな格差にはなって
いなかった．図 7 は仮設住宅⼊居率の⽉別の減少速度について実際の仙台市と合成コント
ロール法により推定した反実仮想の仮設住宅⼊居率減少曲線を⽐較したものである13．仙台
市では 2015 年度より被災者⼀⼈ひとりの実情と多様性に応じたきめの細かい伴⾛型⽀援─
災害ケースマネジメント─の実装（仙台市⽣活再建加速プログラム）を始めたが，これが功
を奏したためである．この取り組みの原理は，被災者⽀援は申請主義にも基づく機械的・絶
対的な平等原理によって進められるべきではなく，⼀⼈ひとりが必要とする「医・職・住・

 
§ アリストテレスのニコマコス倫理学では正義には 2 つあるとする．⼀つが「（たとえ等
しくない⼈同⼠であっても）同じ等しさで配分される」配分的正義，もう⼀つが「より多
くもつ者」から差し引き，「より少なくもつ者」に⾜すことで正しさを実現する「矯正的
正義」である．この強制的正義こそ多様性に応じた衡平性の倫理学的な根拠である． 

生活再建

つながり
（弱い紐帯）

くらしむき（職）
すまい（住）

まち
（共同性）

こころとから
だのストレス
（医）

－

＋

＋

＋

＋

＋

被
災
前
か
ら
存
在
す
る
不
平
等

社会環境の変化過程

被災による被害

重要他者との
出会い

できごと影響度緩和

• 年齢
• 世帯規模
• 健康
• 障がい
• 階級
• ジェンダー
• 人種
• カースト
• 民族性
• 生活困窮
• 移民資格
• 地区や地域の
特殊事情

4

災害

できごと再評価



『医学のあゆみ̶巨⼤災害に備えるための災害医療』292(2)（2025 年 1 ⽉ 11 ⽇発⾏）⽤
原稿 

 

まち・つながり」の⽀援ニーズに応じて資源を衡平性原理にもとづき⽐例配分するというも
のであった． 

図 7 合成コントロール法による災害ケースマネジメントの住宅再建に及ぼす効果 
 
恊働性の実装：分担や連携ではなく組織間の連結が求められる 

全体性・連続性・多元性・衡平性の視点は，防災と保健・医療・福祉，平時と災時・災
後，物・財・サービス・社会関係資本の多元的資源の提供を調整するために，当事者や家族・
地域住⺠・事業者・⾏政各部局が⽔平にスクラムを組むことを求める．このためには社会的
に脆弱な被災者をとりまくさまざまな関係者（当事者・家族の参画のもと保健・医療・福祉・
防災部局，さまざまな専⾨職と地域）からの社会資源が，⼀⼈ひとりの当事者にとって不調
和や⽋損なくつながる14ことが必須である．いわば，⾏政や⺠間事業者，専⾨職の提供する
公的なサービス，地域住⺠によるインフォーマルな⽀え合い，そして当事者・家族の⾃⼰決
定⼒という⾃助の⼒のすべてが調整される必要がある．このような協調的なサービスの提
供のしかたを恊働と呼ぶ．この恊働性の実装こそが誰⼀⼈取り残さない防災を実現するの
だ． 
筆者は『災害時要援護者の避難⽀援ガイドライン（以下，平成のガイドライン』（2005 年

3⽉）の公開以来，多くの⾃治体で取り組みの⽀援・助⾔に関わってきた．この間，⾏政担
当者との会議で繰り返し⽿にするのが「関係機関との連携」である．平成のガイドラインで
は，この語が 43 回，令和（2003年 3⽉）版（避難⾏動要⽀援者の避難⾏動⽀援に関する取
り組み指針）では 58回繰り返されている．それにも関わらず現実の市区町村の多くでは事
務分掌主義がはびこり，多部局・多組織間をまたぐ調整や連携がボトルネックとなって前進
しないのが現実であった．辻岡他は，2016 年から⼤分県別府市で始められた「インクルー

合成仙台市（反実仮想）

実際の仙台市

⽣活再建推進
プログラム

⽣活再建加速
プログラム

5



『医学のあゆみ̶巨⼤災害に備えるための災害医療』292(2)（2025 年 1 ⽉ 11 ⽇発⾏）⽤
原稿 

 

シブ防災別府モデル」の推進役である別府市役所・村野淳⼦⽒に 4 年間にわたり参与観察
とインタビューを通じた質的データ化，データに基づく理論化，その妥当化のための再イン
タビュー作業を 9 回にわたり繰り返した．その結果，⾼業績者である村野⽒は以下の過程
を循環させていることを明らかにした（図 8参照）．すなわち 1）多部局・多組織間の連携
は，事業の説明や根回しのために部局・組織の境界を越えて他部局や組織，団体や個⼈に繰
り返し「越境」を続ける結果として⽣まれる．2）越境の結果，異なった境界が架橋され「境
界連結（連携）」される．3）境界連結により地域の関係者との「恊働」が引き出され，これ
を契機に当事者の「参画」が可能となる．このような 1）から 3）の過程を意識的・意図的
に実践する社会技術を「インクルージョン・マネジメント」と命名し，誰⼀⼈取り残さない
防災を実装する上での決め⼿となる活動であることを明らかにした15． 

 

図 8 インクルージョン・マネジメントの活動 
 

本稿は「誰⼀⼈取り残さない」防災を実現するための全体性・連続性・多元性・衡平性・
恊働性の諸原則についてエビデンスをもとに簡略な解説を試みた．これらついてのより詳
細で包括的な展望については，⽂献 1，4，6，11 等をご参照いただければありがたい． 
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